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第１章 はじめに 

１ 第２次⻑期総合計画策定の趣旨 
平成 18 年１月１日に旧野上町と旧美里町が合併し、紀美野町が誕生しました。合併後の町の

現状と課題に基づき、まちづくりの目標と町行政のあり方を定めるため、平成 19 年３月に第１

次紀美野町長期総合計画（以下「第１次計画」という。）を策定し、これまで取り組みを進めて

きました。第１次計画ではとりわけ、広範となった町域が保有する資源を生かし、町域の均衡あ

る発展と、新町としての一体感を醸成していくことが重視されてきました。また、自治体を取り

巻く厳しい財政状況の中で、合併効果を高め、持続可能な行政運営を推進するとともに、個性的

で元気なまちにするため、多様な主体の参画により公共的サービスを提供していく「新しい公共

空間の形成」を重点とする自治体経営を基本としてきました。 

紀美野町の誕生から 10 年が経ち、社会・経済の状況も大きく変化しています。我が国におい

ては本格的な人口減少社会が到来し、人口の転出が続く地方自治体では、その存続すら危ぶまれ

る状況が指摘されています。また、平成 23年３月の東日本大震災をはじめとする大規模災害は、

改めて防災の取り組みと、地域における人のきずなの重要性を再確認するものとなりました。こ

のたび第１次計画の最終年を迎え、紀美野町の現状と社会経済状況の変化を踏まえた持続可能な

町政の確立が、改めて課題となっています。これからの 10 年のめざすべき目標である「まちの

将来像」及びこれを達成するための「まちづくりの基本理念」を示し、行政・住民・地域がとも

にまちづくりを進める上での指針となることを期して、新たに第２次紀美野町長期総合計画（以

下「本計画」という。）を策定します。 

 

２ 計画の役割・構成・期間 
本計画は、まちづくりの方向性と、それに対する分野別施策の基本的方向を明らかにするもの

であり、町の最上位計画として、総合的かつ計画的なまちづくりを行うための指針となるもので

す。 

本計画は、町がめざす「まちの将来像」並びに「まちづくりの基本目標」を示す基本構想と、

構想を実現するための施策の基本的方向及び体系を示す基本計画から構成されます。 

計画期間は平成 29 年度から平成 38 年度の 10 年間とし、５年が経過した時点で社会経済情勢

や時代潮流の変化に合わせて基本計画を見直すものとします。 
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第２章 町を取り巻く現状と課題 

１ 社会情勢の変化 

（１）人口減少社会の到来と地方創生 
本格的な人口減少社会の到来に臨む我が国において、多くの地方自治体が人口減少問題に直面

しており、将来的な存続さえ危ぶまれる状況が生まれています。国においては、人口減少に歯止

めをかけるとともに、東京圏への人口の過度の集中を是正することをめざし、平成 26 年に「ま

ち・ひと・しごと創生法」が成立しました。ここでは、「国民一人ひとりが夢や希望を持ち、潤

いのある豊かな生活を安心して営むことができる地域社会の形成」、「地域社会を担う個性豊か

で多様な人材の確保」、「地域における魅力ある多様な就業の機会の創出」を一体的に推進する

ことの重要性がうたわれ、国・地方自治体が長期的にめざす将来人口を定めた人口ビジョンと、

人口ビジョンを達成するためにまち・ひと・しごと創生に関する施策を総合的かつ計画的に実施

するための「まち・ひと・しごと創生総合戦略」を策定することが求められています。 

本町においても、人口減少問題は喫緊の課題となっており、現在の状況が続いた場合、消滅可

能性のある自治体の一つに数えられています。平成 28 年２月に「紀美野町人口ビジョン」及び

「紀美野町まち・ひと・しごと創生総合戦略」を策定し、2040 年の目標人口 6,500 人を掲げて、

人口問題への取り組みを始めています。 

 

（２）少子高齢化のさらなる進展 
若年世代の町外への転出を主な要因とする人口の社会減（人口移動による減少）の続く本町に

おいては、全国・和歌山県を上回る速度で少子高齢化が進んでいます。平成 27年の国勢調査に

よると、高齢化率（人口に占める 65 歳以上人口の割合）は 44.2％に達しており、近い将来５割

を超えることが予想されています。本町の基幹産業である農業においても、従事者の高齢化や、

耕作放棄地の増加等が懸念されており、地域においては各種団体の担い手の減少も問題となって

います。 

また、継続的な少子化と若年人口の転出により、子ども及び子どもを産み育てる若い年代の人

口の減少が続いています。将来的な出生率の改善に成功したとしても、15 歳未満の人口は今後

も減少が続くことが予想されます。子どもの数の減少は、保育・教育サービスの維持においても

大きな問題となりますが、少子化が子育て・教育環境の悪化を招き、さらなる少子化を招来する

という悪循環に陥らないよう、長期的な視点からの取り組みが求められます。 
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（３）防災意識の⾼まりと地域社会 
平成 23 年３月に発生した東日本大震災は、広範にわたり甚大な被害を及ぼす未曽有の災害と

なりました。将来的にも、首都直下地震、南海トラフ巨大地震等の発生が想定される中、巨大災

害への備えに対する住民の関心も高まっています。 

一方、大きな災害の経験は、多くの人が人と人とのきずなの大切さを再認識する契機ともなっ

てきました。災害発生時の避難・減災においても、その後の復興においても、地域コミュニティ

の役割が非常に重要となっていること、特に災害弱者とされる住民の支援については、日常的な

身近な人とのつながりが課題となります。高齢化に対応できるまちづくりという観点からも、地

域の助け合い・支え合いに基づくコミュニティ構築が必要です。 

東日本大震災が人々の意識に大きく影響したもう一つが、エネルギー問題への関心を呼び起こ

す契機となったことです。電力需給のひっ迫が切実な問題として意識され、日常生活における省

エネルギーの意識や再生エネルギーへの関心が高まっています。 

 

（４）ＩＣＴの進歩と活用 
近年その進化が著しい ICT（情報通信技術）分野においては、コンピューターとその処理能力

が飛躍的に増大する一方で、すべての人がスマートフォンなどのコンピューターを身につけ、ネ

ットワークで常時つながりながら、行動し、コミュニケーションする時代を迎えています。こう

した時代を背景に、利用可能となったビッグデータ

※１

の活用によるイノベーション

※２

への期待

や、ＩＣＴの進歩にともなう幅広い分野においての技術革新が期待されています。 

一方、民間で保管、利用される個人情報データの拡大にともない、個人情報の流出等の問題も

課題となっています。社会保障・税等の分野における個人データの管理を一人ひとりに割り当て

られた番号で行うマイナンバー（社会保障・税番号）制度の実施にともない、地方自治体におい

てもこれまで以上に、個人情報の適切な管理が求められます。 

 

※１ ビッグデータ ：個人の行動などの情報がインターネット等を通じて蓄積され、分析可能となった

大量のデータ 

※２ イノベーション：社会に大きな変化をもたらす幅広い変革 

 

（５）地方分権とまちづくり 
人口減少と少子高齢化の一方で、国及び地方自治体の財政は厳しさを増しており、施策・事業

の選択と集中が求められる状況となっています。一方で、地域おこし・介護・観光・子育て支援・

教育等の幅広い分野で、全国一律ではなく、地方自治体の創意工夫や独自の取り組みを求める制

度の改正や国の支援が行われるようになっており、これまで以上に市町村の主体的な施策決定が

求められています。若年人口の維持やふるさと納税の拡大をめざす各自治体の取り組みは、さな

がら自治体間競争の様相を示しており、独自の価値や魅力を積極的に打ち出していく必要がある

一方で、節度のある、持続可能な取り組みが求められます。 
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２ 紀美野町の人口・世帯等の状況 

（１）紀美野町の人口の状況 
本町の総人口は減少が続いており、平成 27年では 9,206 人となっています。年齢別にみると、

年少人口（０～14 歳）と生産年齢人口（15～64歳）はともに減少が続いており、高齢人口（65

歳以上）は増加しています。高齢化率は平成 27年には 44.2％まで増加しており、近い将来２人

に１人が高齢者という状況が予想されます。 

 

■総人口の推移 

 

 

■年齢３区分別人口比率の推移及び全国、和歌山県との比較 

 

2,924 
2,662 

2,142 
1,704 

1,369 1,146 
878 707 

4,548 

4,122 

3,606 

3,202 

2,767 
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0
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(人）

総人口

75歳以上
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11.1 
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32.6 
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65歳以上
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15-64歳

人口

0-14歳

人口

※総人口には、年齢不詳を含みます。 

 

資料：国勢調査 

資料：国勢調査 
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（２）紀美野町の世帯の状況 
本町の世帯数は減少が続いていますが、平成 17年以降は減少幅が大きくなっています。一般

世帯あたり人員も減少が続いており、核家族と単身世帯が増加しています。 

高齢者のいる世帯数は平成 12 年以降やや減少していますが、高齢者のいる世帯の比率は増加

しており、高齢者のみの世帯も増加しています。 

 

■世帯数と世帯あたり人員の推移 

 

 

■高齢者世帯数の推移 

 

 

4,317 4,304 4,278 4,213 4,142 
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3,755 

3.40 
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3.05 
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8,000

昭和60年 平成２年 平成７年 平成12年 平成17年 平成22年 平成27年

一般世帯あたり

人員（人）

一般世帯数

（世帯）

一般世帯数 一般世帯あたり人員

2,147 

2,305 

2,511 

2,613 2,595 2,551 2,555 

269 
334 

466 
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652 686 689 

338 

431 
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650 
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49.7 

53.6 

58.7 

62.0 62.7 

64.4 
68.0 

0.0
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60.0

75.0

90.0

0

500

1,000

1,500

2,000

2,500

3,000

昭和60年 平成２年 平成７年 平成12年 平成17年 平成22年 平成27年

（％）（世帯）

65歳以上のいる世帯数

65歳以上夫婦のみの世帯数

65歳以上単身世帯数

一般世帯に占める65歳以上のいる世帯の比率

資料：国勢調査 

 

資料：国勢調査 
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（３）産業の状況 
本町の住民における就業している人（以下「就業者」という。）の数は、人口減少と高齢化の

進展を反映して、減少が続いています。また、第１次産業従事者の割合が減少し、第３次産業従

事者の割合が増加しています。 

 

■産業別就業者数の推移 

 

 

 

■産業別就業者比率の推移 

 

 

 

 

 

  

1,692 

1,278 1,218 
970 899 

628 573 

2,679 

2,684 
2,468 

2,037 

1,741 

1,340 
1,157 
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3,041 
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4315

0

2,000

4,000

6,000

8,000

昭和60年 平成２年 平成７年 平成12年 平成17年 平成22年 平成27年

（人）

総数

第３次産業

第２次産業

第１次産業

22.7 

18.2 

17.8 

15.9 

16.1 

13.3 

13.3 

35.9 

38.3 

36.0 

33.4 

31.1 

28.3 

26.8 

41.4 

43.4 

46.2 

50.7 

52.8 

58.5 

59.9 

0.0 20.0 40.0 60.0 80.0 100.0

昭和60年

平成２年

平成７年

平成12年

平成17年

平成22年

平成27年

（％）

第１次産業 第２次産業 第３次産業

※総数には「分類不能の産業」を含むため、合計が合わない場合があります。    資料：国勢調査 

 

  資料：国勢調査 
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３ アンケート調査からみた住⺠の意識 
長期総合計画の策定にあたり、住民が紀美野町をどのように評価しているかについて、18 歳

以上の住民を対象としたアンケート調査を実施しました。また、町のこれからを担う若い世代の

意見を調べるため、町立中学校の２、３年生を対象としたアンケート調査も実施しました。 

 

（１）今後の居住意向 
現在住んでいるところにこれからも住み続けたいかどうかについては、全体の３分の２が「今

の場所に住み続けたい」と回答する一方で、約４分の１の人は町外に移りたいと回答しています。

過去の調査との比較では、大きな変化は見られません。 

また、中学生に学校卒業後も町内に住み続けたいかどうかを尋ねたところ、否定的な回答がや

や上回っており、若年世代の町外転出が続く本町において、中学生段階から町外への居住意向が

強くなっていることがうかがえます。 

 

■今後の居住意向（住民） 

 
 

■学校卒業後の居住意向（中学生） 

 

  

66.7 

62.8

66.9

5.3 

5.3

5.6

18.0 

15.6

18.5

6.9 

7.5

7.1

3.1 

8.8

1.9

0% 20% 40% 60% 80% 100%

住民調査

（N=924）

平成23年

（N=1,781）

平成18年

（N=1,904）

今の場所に住み続けたい 町内の別のところに移りたい

県内のどこかに移りたい 県外に移りたい

不明・無回答

21.4 25.2 36.6 16.9 0.0 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

中学生調査

（N=131）

住み続けたい どちらかといえば住み続けたい

どちらかといえば住み続けたくない 住み続けたくない

不明・無回答
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（２）住みやすさの評価 
住んでいる地域は、誰もが住みやすい環境になっていると思うかどうかについては、住民調査

では住みやすい環境になっているという意見が、そうではないという意見をやや上回っています。

中学生の評価は、住民の評価をやや上回っています。 

 

■住みやすさの評価 

 

 

（３）紀美野町の良いところと良くないところ 
中学生が感じる紀美野町の良いところと良くないところをみると、良いところとしては「自然

の豊かさ」や「近所づきあい」等、良くないところとしては生活の利便性や娯楽、働く場の乏し

さ等が挙げられています。 

 

■紀美野町の良いところ上位 10 項目（中学生） ■紀美野町の良くないところ上位 10 項目（中学生） 

   

 

13.0 

20.6 

36.9 

37.4 

34.7 

25.2 

7.6 

3.8 

5.0 

13.0 

2.8 

0.0 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

住民調査

（N=924）

中学生調査

（N=131）

住みやすい環境になっている 少し住みやすい環境になっている

あまり住みやすい環境になっていない まったく住みやすい環境になっていない

わからない 不明・無回答

80.9 

54.2 

39.7 

36.6 

35.9 

25.2 

18.3 

15.3 

13.0 

8.4 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

自然の豊かさ

近所づきあい

住まいの環境

地域の文化や伝統

治安が良いこと

スポーツや文化の活動や

環境

病院や福祉施設が整って

いること

災害への備え

通勤・通学の便利さ

物価

（N=131）

70.2 

67.2 

61.8 

52.7 

48.9 

32.8 

19.8 

18.3 

16.8 

12.2 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

若者が楽しめる場が

少ない

買い物の不便さ

交通（電車・バス）の不便さ

生徒の数

働く場が充実していない

こと

通勤・通学の不便さ

災害への備え

物価

スポーツや文化の活動や

環境

住まいの環境

（N=131）
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（４）分野別の満⾜度 
紀美野町の環境や町が取り組んでいる施策に対する満足度

について、右の表の通りに得点化し、住民の分野別の満足度

得点の平均を算出しました。平成 23 年の調査結果についても

同様に処理し、今回の調査と比較しました。 

 

 

 

■分野別満足度得点（住民） 

 

自然環境

道路の整備

バスなどの公共交通機関

情報通信（携帯電話やインターネットなど）

交通安全対策や防犯対策

防災対策

消防・救急・救助体制

自主防災組織の活動

住宅や宅地の整備

地域に適した土地の有効活用

生活排水処理（下水道・浄化槽）

ごみの収集・処理

し尿の収集・処理

公園や広場、子どもの遊び場

保健対策（病気の予防や各種検診、健康づくり）

医療機関の充実

地域で支え合う福祉の仕組みづくり

高齢者福祉の充実と高齢者の能力活用

障害者福祉の充実と自立支援

保育サービスや子育て支援

（被援助者が）自立するための生活支援

山や森のさまざまな機能の保全

農村集落の整備

1.030 

0.218 

-0.824 

0.142 

0.060 

0.090 

0.459 

0.114 

-0.201 

-0.379 

-0.005 

0.396 

0.365 

-0.186 

0.556 

-0.038 

0.070 

-0.017 

-0.001 

0.139 

-0.065 

-0.080 

-0.249 

0.926 

-0.596 

-0.825 

-0.099 

0.108 

0.074 

0.515 

0.046 

-0.087 

-0.387 

0.002 

-0.327 

0.598 

0.088 

0.138 

0.043 

-0.025 

0.107 

-0.115 

0.103 

-0.316 

-1.5 -1 -0.5 0 0.5 1 1.5

平成28年 平成23年

■得点化の方法  

回答 得点  

満足 

やや満足 

どちらでもない 

やや不満 

不満 

＋２ 

＋１ 

０ 

－１ 

－２ 
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分野別の満足度では、「自然環境」が最も高く、次いで「保健対策」、「消防・救急・救助体

制」が続いています。一方、満足度が低い項目として、「バスなどの公共交通機関」、「就労・

雇用の場の拡大」、「日常の買い物や娯楽」などが挙がっています。 

平成 23 年調査と比較して、満足度得点が上昇した項目をみると、最も大きく上昇したのが「道

路の整備」で、次いで「日常の買い物や娯楽」、「情報通信」が続いています。上昇した項目に

ついては、平成 27年の紀の国わかやま国体を契機として国道の整備が行われたこと、それにと

もないコンビニエンスストアの新規開店等があったことが影響していると考えられます。 

満足度得点が低下した項目として、「広報活動」が 0.33ポイント低下しており、他には「山

や森のさまざまな機能の保全」、「広聴活動」などがありますが、いずれも低下幅は小さくなっ

ています。  

農林業の振興

商工業の育成

地域資源を活かした観光交流

新しい産業や事業をはじめる支援

就労・雇用の場の拡大

小中学校などの学校教育

青少年の育成活動

スポーツ活動・施設の状況

生涯学習などの施設、事業

文化・芸術・歴史などの施設や事業

人権尊重や男女共同参画

日常の買い物や娯楽

広報活動（役場からの情報提供）

ＳＮＳ（twitter、Facebookなど）を取り入れた広報活動

広聴活動（住民の意見や要望の収集活動）

まちづくりへの町民の参画、協働

まちづくりを担う人材の育成

町内外との交流活動

新たな定住者の受け入れ

住民自治活動の充実

役場の仕事の効率の良さや丁寧さなど

町の健全な財政（無駄遣いがない、赤字がない等）

-0.269 

-0.324 

-0.216 

-0.367 

-0.763 

0.140 

0.056 

0.235 

0.140 

0.084 

0.062 

-0.746 

0.185 

-0.155 

-0.174 

-0.075 

-0.238 

-0.152 

0.013 

0.014 

0.066 

-0.169 

-0.243 

-0.487 

-0.394 

-0.489 

-0.969 

0.101 

-0.032 

0.173 

0.074 

0.047 

0.026 

-1.061 

0.510 

-0.030 

0.006 

-0.023 

0.039 

0.095 

-0.001 

-0.300 

-1.5 -1 -0.5 0 0.5 1 1.5

平成28年 平成23年
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４ まちづくりの主要課題 
社会情勢の変化や紀美野町の現状、住民意識、施策の実施状況等を踏まえ、本計画の策定にあ

たって考慮すべきまちづくりの主要課題をまとめました。 

 

（１）住⺠協働のまちづくりの深化と拡⼤ 
「住民活力でつくるまちづくり」をスローガンとして掲げた第１次計画の取り組みを通じ、地

域においてさまざまに活動する団体の増加と支援制度の確立や、ＮＰＯが主体となった定住促進

事業の推進など、住民とともにまちづくりに取り組む活動には一定の成果を上げてきました。今

後、高齢者対策や子育て支援、定住促進、観光振興等、幅広い分野でこうした活動をさらに広げ

ていくことが求められており、多様な活動や意欲のある住民を掘り起こしながら、まちづくり活

動のコーディネートを町が担っていくことが必要となります。 

また、人口減少と高齢化を背景とするコミュニティ組織の機能低下が課題となっており、今後

は住民の意見や希望を踏まえた再編等の検討も求められます。住民一人ひとりの自助の努力とと

もに、助け合い、支え合う地域づくりに向けて、地区の実情に応じた将来展望を描いていくこと

も課題です。 

 

（２）生活インフラの整備 
平成 27年の紀の国わかやま国体を契機とした国道 370号の新道開通により、紀美野町から海

南市への自動車のアクセスが大幅に改善されました。また、新道沿いのコンビニエンスストアの

新規開店もあり、「道路の整備」や「日常の買い物や娯楽」については大幅に住民の評価が上昇

しています。また、携帯電話不感地区の解消が進むと同時に、町内全域で光ブロードバンドの整

備を完了しており、情報通信環境の充実に一定の成果を上げています。 

一方、例えば水道事業では、本町の地形特性を反映して人口に対して管理すべき管路が長く、

維持コストが高くなりがちであるのに加え、将来的な人口減少による水道料金収入の減少が予想

されており、従来の事業モデルではサービスの維持が危ぶまれています。町道の整備やコミュニ

ティ施設の維持等においても同様の状況が生まれており、人口減少時代における生活インフラの

整備については、引き続き町行政の大きな課題となります。 

公共交通については、民間事業者による路線バスについても、コミュニティバスについても、

利用者が年々減少しています。高齢者等で車の運転ができない住民にとって、公共交通の有無は

大きな問題であり、今後高齢化がさらに進んだ場合は、ニーズの増加も考えられます。事業者と

の連携により、持続可能な公共交通の維持・拡大に努める必要があります。 
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（３）安心・安全な生活の確保 
平成 23 年３月の東日本大震災は、改めて大規模災害の恐ろしさと災害への備えや地域のきず

なの大切さを再認識させるものとなりました。本町においても、県の土砂災害危険箇所の調査へ

の協力や河川の整備改修等、自然災害防止に向けた取り組みを進めてきました。 

一方で、県のホームページで公表されている土砂災害危険箇所については、閲覧数が少なく周

知が進んでいない状況があり、住宅の耐震化のための支援制度についても、十分に住民に活用さ

れていない状況があります。自主防災組織の強化や防災意識の向上、訓練や装備の充実等もこれ

からの課題となっています。また、人口減少や高齢化にともない、各地域の消防団の組織体制を

維持することが困難な状況が生まれています。 

今後は、これまで以上に住民への働きかけや地域と連携した取り組みを重視し、行政と住民が

連携して、安全・安心なまちづくりを進めていく体制の構築が求められます。 

 

（４）高齢者福祉の充実 
平成 27年国勢調査では、本町の高齢化率は 44％に達し、高齢者のみの世帯数も増加してい

ます。今後、高齢者数の大幅な増加はないと考えられますが、要介護等のニーズが高くなる 75

歳以上の高齢者の比率が高まることや、地域や家庭で高齢者を支える若年世代の人口減少が予想

されることから、支援を必要とする高齢者は今後も増加すると考えられます。現在、福祉や介護

施策等の対策をしていますが、地域特性を踏まえた移動支援が大きな課題となっています。 

今後、本人・家族の選択と心構えを下支えに、介護保険制度においても地域の支え合い・助け

合いを促進する事業の展開が求められており、介護予防や生活支援の取り組みについて、地域の

自主的な活動を喚起し、それらと連携した支援の充実が求められます。住民ニーズを踏まえ、地

域団体と連携した取り組みの促進により、誰もが住み慣れた地域で暮らし続けることができる地

域包括ケアシステムの確立が課題です。 

 

（５）子育て支援の充実 
本町の人口減少と少子高齢化の問題は、人口の維持・増加の鍵を握る若年世代、子育て世代の

町外への転出超過が続いていることが大きな課題となっています。県内の他の自治体においても、

定住・移住促進の一環として子育て支援の充実をうたう自治体が増加している中、本町において

も子ども医療費助成の拡大等を実施しており、子育て支援センターでは、開放日の拡大によって

利用者が大幅に増加しています。 

一方、町の出生数は平成 12 年から平成 16 年の 317人に対し、平成 22 年から平成 26 年では

181 人まで減少しており、人口構成の高齢化と転出等により、人口減少には未だ歯止めがかから

ない状況です。平成 27年に策定した紀美野町人口ビジョンでは、出生率を平成 32 年に「1.52」、

平成 42 年に「1.8」まで上昇させることを想定しており、引き続き出生率向上のための取り組

みの充実が求められています。 
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（６）産業の活性化 
本町の基幹産業である農業については、平成２年の 1,236 人から、平成 22 年には 612 人と半

減しており、従事者の減少と高齢化が進んでいます。また、林業についても同様に、従業者数の

減少と後継者不足が課題となっています。町においては農業経営支援や鳥獣害対策等に取り組ん

でいますが、耕作放棄地は増加しており、遊休農地の活用もあまり進んでいない状況です。また、

集落営農の組織化・法人化も、その必要性が従来から指摘されながら、実現していない課題とな

っています。農業以外の分野においても、人口の高齢化を反映して従業者数・事業所数ともに減

少傾向にあります。 

一方、就農者の確保については、定住促進の取り組み等により、新たな担い手が誕生しつつあ

ります。定住促進の取り組み等との連携による担い手の増加と、それを通じた農林業の活性化が、

これからの町の課題となります。また、町内においては近年、ＵＩＪターン者による新たな商店

の開業も続いており、近隣自治体から幅広く集客している例も生まれています。 

観光面では、農家民泊の拡大や集客力のある天文台の存在など、町内産業の活性化につながる

ことが期待できる資源を有しており、今後の取り組みの充実によるまちの活性化と町内雇用の拡

大が求められます。 

 

（７）定住促進と人口の維持 
国立社会保障・人口問題研究所（社人研）の推計によると、紀美野町の人口は平成 52 年（2040

年）に 5,056 人、平成 72 年（2060 年）には 2,744 人まで減少すると予測されています。紀美

野町人口ビジョンでは、出生率の改善等により平成 52 年（2040 年）には 6,500 人、平成 72

年（2060 年）には 5,000 人の人口を維持することを目標としていますが、平成 27 年の国勢調

査では、紀美野町の人口は 9,206 人と社人研の推計を上回るペースで減少が続いています。人

口問題は、まさに町の存続を左右する最重要課題と言えます。 

本町では、これまでに地域やＮＰＯと連携した定住促進の仕組みづくりを進めており、これ

までに一定の成果が上がっています。今後、取り組みの拡大による町外からの転入の増加を図る

とともに、町内の就業・子育て環境の改善を通じて、若年世代の転出超過を改善することが求め

られます。 

カンガルー教室（⼦育て親⼦の交流の場） 


